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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　重量平均分子量（Ｍｗ）が２００，０００～１，０００，０００であるポリイソブチレ
ン樹脂（Ａ）と、水素添加環状オレフィン樹脂（Ｂ）と、ラジカル重合、アニオン重合、
もしくは配位重合のいずれかより得られる、ゴム弾性を示す重合体（Ｃ）とを含有するこ
とを特徴とする有機電子デバイス素子封止用樹脂組成物。
【請求項２】
　前記重合体（Ｃ）が、前記ポリイソブチレン樹脂（Ａ）、前記水素添加環状オレフィン
樹脂（Ｂ）及び前記重合体（Ｃ）の合計質量中、１０～８０質量％含まれることを特徴と
する請求項１に記載の有機電子デバイス素子封止用樹脂組成物。
【請求項３】
　前記重合体（Ｃ）が、スチレンとブタジエンのブロック共重合体、スチレンとイソプレ
ンとのブロック共重合体、又はこれらの水素添加体であることを特徴とする請求項１又は
請求項２に記載の有機電子デバイス素子封止用樹脂組成物。
【請求項４】
　前記重合体（Ｃ）のスチレン成分が、前記ポリイソブチレン樹脂（Ａ）、前記水素添加
環状オレフィン樹脂（Ｂ）及び前記重合体（Ｃ）の合計質量中、５～４０質量％の割合で
含まれていることを特徴とする請求項３に記載の有機電子デバイス素子封止用樹脂組成物
。
【請求項５】
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　さらに、有機金属系又は金属酸化物系の乾燥剤を含むことを特徴とする請求項１から請
求項４のいずれか一項に記載の有機電子デバイス素子封止用樹脂組成物。
【請求項６】
　請求項１から請求項５のいずれか一項に記載の有機電子デバイス素子封止用樹脂組成物
で形成された封止層を少なくとも有することを特徴とする有機電子デバイス素子封止用樹
脂シート。
【請求項７】
　前記封止層の厚さが１０～３０μｍであることを特徴とする請求項６に記載の有機電子
デバイス素子封止用樹脂シート。
【請求項８】
　請求項１から請求項５のいずれか一項に記載の有機電子デバイス素子封止用樹脂組成物
で封止されていることを特徴とする有機エレクトロルミネッセンス素子。
【請求項９】
　請求項６又は請求項７に記載の有機電子デバイス素子封止用樹脂シートで封止されてい
ることを特徴とする有機エレクトロルミネッセンス素子。
【請求項１０】
　請求項８又は請求項９に記載の有機エレクトロルミネッセンス素子を有することを特徴
とする画像表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、有機電子デバイスに用いられる素子（以下、有機電子デバイス素子という）
を封止する際に用いられる有機電子デバイス素子封止用樹脂組成物、有機電子デバイス素
子封止用樹脂シート、有機エレクトロルミネッセンス素子、及び画像表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、画像表示装置としての有機エレクトロルミネッセンス（以下、「有機ＥＬ」とも
いう）ディスプレイや、有機ＥＬ照明、更には有機半導体や有機太陽電池等の様々な有機
電子デバイスに関する研究が活発に行われている。有機ＥＬディスプレイは液晶ディスプ
レイ（Ｌｉｑｕｉｄ　Ｃｒｙｓｔａｌ　Ｄｉｓｐｌａｙ、ＬＣＤ）に代わる次世代ディス
プレイとして、また、有機ＥＬ照明は発光ダイオード（Ｌｉｇｈｔ　Ｅｍｉｔｔｉｎｇ　
Ｄｉｏｄｅ、ＬＥＤ）照明に代わる次世代照明として期待されている。更に、有機ＥＬ素
子等の有機電子デバイス素子は全ての構成要素が固形材料から形成できることから、フレ
キシブルなディスプレイや照明に使用することが検討されている。
　ここで、一般的な有機ＥＬ素子は、基板上にＩＴＯ（Ｉｎｄｉｕｍ　Ｔｉｎ　Ｏｘｉｄ
ｅ）透明電極（陽極）、有機膜（有機正孔輸送層、有機発光層等）、金属電極（陰極）が
形成されている構成が基本構成であり、陽極層と陰極層の間に通電することによって自己
発光する。
【０００３】
　しかし、有機ＥＬ素子等の有機電子デバイス素子においては、有機膜あるいは金属電極
が、水分や、構成部材から発生する有機ガス（以下「アウトガス」ともいう。）により劣
化しやすい。
【０００４】
　そこで、有機ＥＬ素子等の有機電子デバイス素子の耐久性を高めるため、水分を排除し
た雰囲気に置く、構成部材からのアウトガスを極力少なくする等の、有機ＥＬ素子等の有
機電子デバイス素子の劣化を防止する試みがなされている。
【０００５】
　また、有機電子デバイス素子を封止することにより劣化を防止する試みもなされている
。有機電子デバイス素子を封止する材料として、例えば、柔軟性重合体組成物から形成さ
れる有機ＥＬ素子用透明封止材や、ポリイソブチレン樹脂と水添石油樹脂とを含有する粘
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着組成物が提案されている（特許文献１及び２参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００５－１２９５２０
【特許文献２】特開２０１２－１９３３３５
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　上記特許文献１、２に記載の有機ＥＬ素子用透明封止材又は粘着組成物は、水蒸気バリ
ア性は高いが、有機電子デバイス用素子の劣化を防止できないことがあった。また、被着
体への接着力が十分ではなく、接着界面を水が浸透することを原因として有機電子デバイ
スの耐久性が不十分であった。さらに、上記特許文献１、２に記載の有機ＥＬ素子用透明
封止材又は粘着組成物は、被着体への追従性が悪く、封止した際に被着体との間に気泡が
入り、有機電子デバイスの外観を損ねるという問題もあった。
【０００８】
　そこで、本発明は、水蒸気バリア性及び接着力が優れた有機電子デバイス素子封止用樹
脂組成物を提供することを課題とする。さらには被着体への追従性がよい有機電子デバイ
ス素子封止用樹脂組成物を提供することを課題とする。
　また、本発明は、有機電子デバイス素子の耐久性を向上でき、封止したときの外観も良
好な有機電子デバイス素子封止用樹脂組成物を提供することを課題とする。
　本発明は、上記の優れた物性の有機電子デバイス素子封止用樹脂組成物を利用した、有
機電子デバイス素子封止用樹脂シート、有機エレクトロルミネッセンス素子、及び画像表
示装置を提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記課題は以下の手段により解決された。
（１）重量平均分子量（Ｍｗ）が２００，０００～１，０００，０００であるポリイソブ
チレン樹脂（Ａ）と、水素添加環状オレフィン樹脂（Ｂ）と、ラジカル重合、アニオン重
合、もしくは配位重合のいずれかより得られる、ゴム弾性を示す重合体（Ｃ）とを含有す
ることを特徴とする有機電子デバイス素子封止用樹脂組成物。
（２）前記重合体（Ｃ）が、前記ポリイソブチレン樹脂（Ａ）、前記水素添加環状オレフ
ィン樹脂（Ｂ）及び前記重合体（Ｃ）の合計質量中、１０～８０質量％含まれることを特
徴とする（１）に記載の有機電子デバイス素子封止用樹脂組成物。
（３）前記重合体（Ｃ）がスチレンとブタジエンのブロック共重合体、スチレンとイソプ
レンとのブロック共重合体、又はこれらの水素添加体であることを特徴とする（１）又は
（２）に記載の有機電子デバイス素子封止用樹脂組成物。
（４）前記重合体（Ｃ）のスチレン成分が、前記ポリイソブチレン樹脂（Ａ）、前記水素
添加環状オレフィン樹脂（Ｂ）及び前記重合体（Ｃ）の合計質量中、５～４０質量％の割
合で含まれていることを特徴とする（３）に記載の有機電子デバイス素子封止用樹脂組成
物。
（５）さらに、有機金属系又は金属酸化物系の乾燥剤を含むことを特徴とする（１）から
（４）のいずれか一項に記載の有機電子デバイス素子封止用樹脂組成物。
（６）（１）から（５）のいずれか一項に記載の有機電子デバイス素子封止用樹脂組成物
で形成された封止層を少なくとも有することを特徴とする有機電子デバイス素子封止用樹
脂シート。
（７）前記封止層の厚さが１０～３０μｍであることを特徴とする（６）に記載の有機電
子デバイス素子封止用樹脂シート。
（８）（１）～（５）のいずれか一項に記載の有機電子デバイス素子封止用樹脂組成物で
封止されていることを特徴とする有機エレクトロルミネッセンス素子。
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（９）（６）又は（７）に記載の有機電子デバイス素子封止用樹脂シートで封止されてい
ることを特徴とする有機エレクトロルミネッセンス素子。
（１０）（８）又は（９）に記載の有機エレクトロルミネッセンス素子を有することを特
徴とする画像表示装置。
 
【発明の効果】
【００１０】
　本発明の有機電子デバイス素子封止用樹脂組成物及び有機電子デバイス素子封止用樹脂
シートは、水蒸気バリア性が高く、接着力（剥離強度）も強い。また、被着体への追従性
にも優れ、封止した際に被着体との間に気泡の混入を防止できるという特性を付与できる
。
　本発明の有機電子デバイス素子封止用樹脂組成物及び有機電子デバイス素子封止用樹脂
シートは、有機電子デバイス素子の耐久性を向上できる。また、封止したときの外観も良
好にできる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本発明の好ましい実施形態に係る有機電子デバイス素子封止用樹脂シートの構造
を模式的に示す断面図である。
【図２】本発明の好ましい実施形態に係る有機電子デバイス素子封止用樹脂シートを用い
た画像表示装置の構造を模式的に示す断面図である。
【図３】本発明の実施形態に係る有機電子デバイス素子封止用樹脂シートの好ましい使用
例を模式的に説明するための説明図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下に、本発明の実施の形態について詳細に説明する。
【００１３】
　本発明において、「～」を用いて表される数値範囲は、「～」の前後に記載される数値
を下限値及び上限値として含む範囲を意味する。
【００１４】
＜有機電子デバイス素子封止用樹脂組成物＞
　本発明の有機電子デバイス素子封止用樹脂組成物（以下、単に「封止材」ということも
ある）は、ポリイソブチレン樹脂（Ａ）と、水素添加環状オレフィン樹脂（Ｂ）と、ラジ
カル重合、アニオン重合、もしくは配位重合のいずれかより得られる、ゴム弾性を示す重
合体（Ｃ）とを含有している。
　本発明においてポリイソブチレン樹脂（Ａ）、水素添加環状オレフィン樹脂（Ｂ）及び
ゴム弾性を示す重合体（Ｃ）の３種の樹脂を併用することにより、水蒸気バリア性及び接
着力に優れたものとすることができる。また、被封止物に対する追従性が優れたものとす
ることもできる。
【００１５】
［ポリイソブチレン樹脂（Ａ）］
　本発明に用いる上記ポリイソブチレン樹脂（Ａ）は、一般に主鎖又は側鎖としてポリイ
ソブチレン骨格を有する樹脂であれば、特に制限されることなく使用することができる。
ポリイソブチレン樹脂を、樹脂（Ｂ）及び共重合体（Ｃ）と併用すると、本発明の有機電
子デバイス素子封止用樹脂組成物に水蒸気バリア性及び粘着性を付与できる。ポリイソブ
チレン樹脂（Ａ）は単独重合体でも共重合体でもよい。共重合体である場合には、イソブ
チレンモノマーと、コモノマーとしての１種又はそれ以上のオレフィン、好ましくは共役
オレフィン、との共重合体が好ましい。共役オレフィンとしては、好ましくは、１，３－
ブタジエン、イソプレン、１，３－ペンタジエン等が挙げられる。
【００１６】
　ポリイソブチレン樹脂は、常法により合成してもよく、市販品を用いてもよい。
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　合成法は、特に制限されないが、その一例として、塩化メチル等の溶媒を用い、重合開
始剤の一部としてフリーデル－クラフツ触媒を用いるスラリー法が挙げられる。
　本発明に好適に用いられるポリイソブチレン樹脂（Ａ）の市販品としては、グリソパー
ルやオパノール（Ｂ１０、Ｂ１２、Ｂ１５、Ｂ１５ＳＦＮ、Ｂ３０ＳＦＮ、Ｂ５０、Ｂ８
０、Ｂ１００、Ｂ１２０、Ｂ１５０、Ｂ２２０等、いずれも商品名。ＢＡＳＦ社製）、テ
トラックス（３Ｔ、４Ｔ、５Ｔ、６Ｔ等、いずれも商品名、ＪＸ日鉱日石エネルギー社製
）や、ハイモール（４Ｈ、５Ｈ、６Ｈ等、いずれも商品名、ＪＸ日鉱日石エネルギー社製
）、ブチルゴム（ブチル０６５、ブチル２６８、ブチル３６５、いずれも商品名、日本ブ
チル社製）等が挙げられる。
　これらは単独で用いてもよいし、２種以上組み合わせて用いてもよい。組み合わせは、
種々の観点、例えば、被着体への追従性、コスト、粘度の観点から、選択できる。
【００１７】
　ポリイソブチレン樹脂（Ａ）は、重量平均分子量（Ｍｗ）が２００，０００～１，００
０，０００であることが好ましく、３００，０００～５００，０００であることが好まし
い。
　重量平均分子量が大きすぎると、水蒸気バリア性は高くなるが被着体への接着力は低下
することがある。重量平均分子量が小さすぎると、接着力は高くなるが水蒸気バリア性は
低下することがある。水蒸気バリア性が高くても接着力が弱すぎると、ガラスフリット等
によるさらなる密閉処理を行わなければ、被着体との隙間から水蒸気や不純物が侵入して
、有機電子デバイス用素子が劣化しやすくなる。一方、接着力が強くても水蒸気バリア性
が低すぎると、隙間からの水蒸気等の侵入は防げても、封止層を水蒸気が透過するため、
やはり有機電子デバイス用素子が劣化しやすくなる。
　また、重量平均分子量が大きすぎると、被着体への追従性が低下し、封止した際に被着
体との間に気泡が入り外観が損なわれることがある。
　好ましくは、重量平均分子量（Ｍｗ）が２００，０００～１，０００，０００であると
、水蒸気バリア性も接着力も十分なものとなり、有機電子デバイス用素子の劣化を防止す
ることができる。また、被着体への追従性が向上し、封止した際に気泡が巻き込まれるこ
とがなく外観も良くなる。
【００１８】
　重量平均分子量（Ｍｗ）は、例えば、Ｗａｔｅｒｓ社製ＧＰＣシステム（カラム：昭和
電工社製「Ｓｈｏｄｅｘ　Ｋ－８０４」（ポリスチレンゲル）、移動相：クロロホルム）
を使用してゲルパーミエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）で測定されるポリスチレ
ン換算の重量平均分子量である。
【００１９】
　ポリイソブチレン樹脂（Ａ）は、ポリイソブチレン樹脂（Ａ）、水素添加環状オレフィ
ン樹脂（Ｂ）及び重合体（Ｃ）の合計質量中、５～６０質量％が好ましく、１０～５５質
量％がより好ましい。ポリイソブチレン樹脂（Ａ）の含有率が上記範囲内にあると、ポリ
イソブチレン（Ａ）と重合体（Ｃ）との相溶性が良好であり、本組成物の水蒸気バリア性
を高めることができる。
【００２０】
［水素添加環状オレフィン樹脂（Ｂ）］
　本発明に用いる水素添加環状オレフィン樹脂としては、１種又は２種以上の環状オレフ
ィンの重合体の水素化物からなる樹脂であればよく、例えば、水添石油樹脂、具体的には
、Ｃ５系石油樹脂の水素化物、Ｃ９系石油樹脂の水素化物、Ｃ５系石油樹脂とＣ９系石油
樹脂との共重合樹脂、水素化ジシクロペンタジエン系石油樹脂、水素化テルペン樹脂、水
素化クマロン・インデン樹脂等が挙げられる。中でも、Ｃ５系石油樹脂の水素化物、Ｃ９
系石油樹脂の水素化物、Ｃ５系石油樹脂とＣ９系石油樹脂とを共重合して得られる石油樹
脂の水素化物が、水蒸気バリア性能及び透明性が良好になる点で、好適に用いられる。
【００２１】
　水素添加環状オレフィン樹脂は、適宜合成してもよく、市販品を用いることもできる。
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市販品としては、例えば、ヤスハラケミカル社製クリアロンＰ、Ｍ及びＫシリーズ、アシ
ュランド社製フォーラルＡＸ及び１０５、荒川化学工業社製アルコンＰ及びＭシリーズ、
ペンセルＡ、エステルガムＨ、スーパー・エステルシリーズ及びパインクリスタルシリー
ズ、出光興産社製アイマーブ（Ｐ－１００、Ｐ－１２５、Ｐ－１４０）、エクソン・ケミ
カル社製エスコレッツ（ＥＳＲ、５３００、５４００、５６００シリーズ）、イーストマ
ン・ケミカル社製イーストタックシリーズ、フォーラルシリーズ等が好適である。
【００２２】
　水素添加環状オレフィン樹脂（Ｂ）としては、蒸気圧式絶対分子量測定法（ＶＰＯ法）
による数平均分子量（Ｍｎ）が６６０以上１０００以下のものが好適である。数平均分子
量が上記範囲にあると、耐熱性が優れ、貼り付け時の柔軟性を保持して粘着付与剤として
の機能を発揮する樹脂組成物となる。
　また、ＪＩＳ　Ｋ　２２０７における軟化点が１００℃以上１５０℃以下であることが
好ましい。
【００２３】
　ポリイソブチレン樹脂（Ａ）と水素添加環状オレフィン樹脂（Ｂ）の混合割合（Ａ）：
（Ｂ）は、質量比で９０：１０～２０：８０であることが好ましく、特に７０：３０～３
０：７０が好ましい。水素添加環状オレフィン樹脂（Ｂ）の混合割合が１０より少ないと
、接着力が低下し、又は脆性が高くなるため、封止層３をガラス基板や有機ＥＬ素子の素
子基板等に貼合する際の貼合加工性が低下することがある。貼合加工性が良いとは、封止
材の取り扱いが容易であり、封止材の貼合温度が低くても良好な外観に封止できることを
いう。
　一方、ポリイソブチレン樹脂（Ａ）の割合が２０より少ないと、透水性が高くなること
があり、また、フィルムとしての形状を維持できずに割れることがある。
　ポリイソブチレン樹脂（Ａ）、水素添加環状オレフィン樹脂（Ｂ）及び重合体（Ｃ）の
合計質量中、ポリイソブチレン樹脂（Ａ）と水素添加環状オレフィン樹脂（Ｂ）の合計質
量は２０～９０質量％であることが好ましく、５０～８０質量％であることがより好まし
い。
【００２４】
［ゴム弾性を示す重合体（Ｃ）］
　本発明に用いるゴム弾性を示す重合体（Ｃ）は、ゴム弾性を発現する部分、例えばソフ
トセグメントを有する重合体である。ここで、ゴム弾性とは、個々の高分子鎖のミクロブ
ラウン運動が原因で発生するもので、熱力学第２法則（エントロピー増大則）に則って発
生する弾性のことである。ゴム弾性を示すには、分子が十分に長く、自由に動くことがで
き、それぞれの分子が共有結合や物理結合により架橋点を形成し、網目構造を持って互い
に適度に結び付いていることが望ましい。このようなゴム弾性体はある一定までの歪みで
あれば、外力を除くと元の形状に復元するという性質を示す。
【００２５】
　また、重合体（Ｃ）は、ラジカル重合、アニオン重合又は配位重合によって重合された
ものである。本発明において、このような重合体（Ｃ）を、ポリイソブチレン樹脂（Ａ）
及び水素添加環状オレフィン樹脂（Ｂ）と併用することにより、樹脂組成物中においても
重合体（Ｃ）のゴム弾性を効果的に発現させることができる。そのために好ましい重量平
均分子量（Ｍｗ）は５，０００～１，０００，０００、より好ましくは１０，０００～５
００，０００である。この範囲を外れると相溶性の問題から均一な樹脂組成物を作ること
が困難となる。
【００２６】
　すなわち、本発明に用いる重合体（Ｃ）には、カチオン重合で合成された重合体を含ま
ない。カチオン重合で合成された重合体が本発明の重合体（Ｃ）に適していない理由は明
らかではないが、カチオン重合で合成された重合体は重合度が低いことや、重合度を高く
するために導入される電子供与性置換基が樹脂の親水性を高めることで、透水性を高める
と、考えられる。



(7) JP 5764687 B1 2015.8.19

10

20

30

40

50

【００２７】
　カチオン重合で合成された重合体としては、具体的には、スチレン－イソブチレン－ス
チレンブロック共重合体（ＳＩＢＳ）やフェノキシ樹脂等が挙げられる。
【００２８】
　ラジカル重合で製造される重合体（Ｃ）としては、特に制限されないが、具体的には、
アクリロニトリルとブタジエンとの共重合体であるニトリルゴム（ＮＢＲ）、水素化ニト
リルゴム（ＨＮＢＲ）、クロロプレンゴム（ＣＲ）、スチレン・ブタジエンゴム（ＳＢＲ
）等が挙げられる。スチレンブタジエンゴムは、乳化重合スチレン・ブタジエンゴムであ
ることが好ましい。
　本発明に好適に用いられるラジカル重合で製造される重合体（Ｃ）の市販品としては、
例えば、ＮＢＲとして、ＪＳＲ社製Ｎ２１５ＳＬ、Ｎ２２４ＳＨ、Ｎ２３０ＳＬ、Ｎ２５
０ＳＬ（いずれも商品名）、日本ゼオン社製Ｎｉｐｏｌ（ＤＮ００３、１０４１、１０４
２，１０５２Ｊ、１０４３、ＤＮ４０１、１３１２、ＤＮ６０１、１０７２Ｊ、いずれも
商品名）などが、ＨＮＢＲとして、日本ゼオン社製Ｚｅｔｐｏｌ（００２０、１０２０、
２０２０、いずれも商品名）などが、ＣＲとして、電気化学工業社製デンカクロロプレン
（Ｍ－３０、Ａ－３０、９０、いずれも商品名）などが、ＳＢＲとして、日本ゼオン社製
Ｎｉｐｏｌ（１０５２、１７３９、いずれも商品名）、ＪＳＲ社製（１５０７、１７２３
、いずれも商品名）などが挙げられる。
【００２９】
　アニオン重合で製造される重合体（Ｃ）としては、特に制限されないが、具体的には、
スチレンブタジエンゴム（ＳＢＲ）、スチレン－ブタジエン－スチレンブロック共重合体
（ＳＢＳ）、スチレン－イソプレン－スチレンブロック共重合体（ＳＩＳ）、スチレン－
エチレン－ブチレン－スチレンブロック共重合体（ＳＥＢＳ）、スチレン－エチレン－プ
ロピレン－スチレンブロック共重合体（ＳＥＰＳ）等が挙げられる。スチレンブタジエン
ゴムは、溶液重合スチレン・ブタジエンゴムであることが好ましい。
　本発明に好適に用いられるアニオン重合で製造される重合体（Ｃ）の市販品としては、
例えば、ＳＢＲとして、日本ゼオン社製Ｎｉｐｏｌ（ＮＳ１１６Ｒ、ＮＳ４６０、ＮＳ５
２２、いずれも商品名）、ＪＳＲ社製ＳＬ（５５２、５６３、いずれも商品名、溶液重合
スチレンブタジエンゴム）およびＴＲ（２２５０、商品名、スチレン・ブタジエン熱可塑
性エラストマー）などが、ＳＢＳとして、旭化成ケミカルズ社製タフプレンＡ、アサプレ
ン（Ｔ－４３７、４３８、いずれも商品名）などが、ＳＩＳとして、日本ゼオン社製クイ
ンタック（３４２１、３５２０、３４５０、３４３３Ｎ、いずれも商品名）などが、ＳＥ
ＢＳとして、旭化成ケミカルズ社製タフテック（Ｈ１５１７、Ｈ１０４３、Ｍ１９４３、
いずれも商品名）などが、ＳＥＰＳとして、クラレ社製セプトン２００２、２００４、２
０６３（いずれも商品名）などが挙げられる。
【００３０】
　配位重合で製造される重合体（Ｃ）としては、特に制限されないが、具体的には、ブタ
ジエンゴム（１，２－ＢＲ）、イソプレンゴム（トランス―１，４―ＩＲ）、エチレンと
プロピレンとの共重合体からなるゴム（ＥＰＭ）、エチレンとプロピレンとジエンとの共
重合体からなるゴム（ＥＰＤＭ）等が挙げられる。
　本発明に好適に用いられる配位重合で製造される重合体（Ｃ）の市販品としては、例え
ば、ブタジエンゴムとして、ＪＳＲ社製ＢＲ（０１、５１、いずれも商品名）、日本ゼオ
ン社製Ｎｉｐｏｌ ＢＲ（１２２０、１２５０Ｈ、いずれも商品名）などが、イソプレン
ゴムとして、日本ゼオン社製Ｎｉｐｏｌ（ＩＲ２２００、２２００Ｌ、いずれも商品名）
などが、ＥＰＭとしてＪＳＲ社製ＥＰ（１１、商品名）、ＥＰＤＭとしてＪＳＲ社製ＥＰ
（２１、４３、９６、いずれも商品名）などが挙げられる。
【００３１】
　重合体（Ｃ）は、アニオン重合で製造されるものが好ましく、ハードセグメントとして
スチレン成分からなるスチレンセグメントを有するものがさらに好ましい。
　特に好ましい重合体（Ｃ）としては、スチレンとブタジエンとのブロック共重合体（Ｓ
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ＢＳ）又はその水素添加体であるＳＥＢＳ、あるいはスチレンとイソプレンとのブロック
共重合体（ＳＩＳ）又はその水素添加体であるＳＥＰＳが挙げられる。
【００３２】
　重合体（Ｃ）のうちスチレンセグメントを含む重合体（Ｃ）は、高温時の塑性変形に対
する抵抗力の発現に寄与する。この理由は明らかではないが、スチレン成分がポリイソブ
チレンのような柔軟性成分に対する分子拘束成分として働くためと考えられる。この結果
、高温時のせん断力が高くなり、高温時での貼り合わせ面のずれにくさを向上させる。貼
りあわせ面がずれにくくなると、高温時の封止形状安定性が高くなるので、封止面の光学
的ひずみが小さくなり、高温使用時の画像表示性に優れる。
【００３３】
　さらに重合体（Ｃ）は極性官能基を含まないことが望ましい。水酸基やカルボキシル基
、アミノ基などの極性官能基は、封止用樹脂組成物の水蒸気バリア性を悪化させ、さらに
、重合体（Ｃ）の極性を高めるため、非極性樹脂であるポリイソブチレンへの相溶性を悪
化させる。
【００３４】
　本発明の有機電子デバイス素子封止用樹脂組成物は、ポリイソブチレン樹脂（Ａ）、水
素添加環状オレフィン樹脂（Ｂ）及び重合体（Ｃ）の合計質量中、重合体（Ｃ）を１０～
８０質量％含むことが好ましく、２０～５０質量％含むことがより好ましい。重合体（Ｃ
）の含有率が上記範囲内にあると、樹脂の弾性によって応力緩和が起こるため貼合追従性
が高くなるという効果が得られる。また、せん断接着力が高くなるという効果が得られる
。これにより、封止した素子においてコーナー部分の封止材剥離が低減され、その結果、
封止した有機電子デバイス素子の劣化を抑えることができる。
　上記量の重合体（Ｃ）を配合することにより、適度な弾性が付与され、剥離を起こさな
い好適な貼合追従性（凹凸追従性）を発現する材料とすることができる。本発明の樹脂組
成物のゴム弾性はヤング率として１～２０ＭＰａが好ましい。
【００３５】
　また、有機電子デバイス素子封止用樹脂組成物がスチレンセグメントを含む重合体（Ｃ
）を含有する場合、重合体（Ｃ）のスチレン成分が、ポリイソブチレン樹脂（Ａ）、水素
添加環状オレフィン樹脂（Ｂ）及び重合体（Ｃ）の合計質量中、５～４０質量％、さらに
１０～２０質量％の割合で含まれていることが好ましい。重合体（Ｃ）のスチレン成分の
含有率が、上記範囲内にあると、水酸基などの透水性を高める極性基を持たずに弾性体の
ハードセグメントとして働くので、水蒸気バリア性を高く保ったまま、特に高温時のせん
断接着力を発揮すると考えられる。その結果、封止した素子においてコーナー部分の封止
材剥離が低減され、有機電子デバイス素子の劣化を抑えることができる。
【００３６】
［乾燥剤］
　また、本発明の有機電子デバイス素子封止用樹脂組成物は、乾燥剤を含んでもよい。乾
燥剤は、樹脂組成物を透過する水分を捕獲する目的で用いられる。水分を捕獲することで
有機電子デバイス用素子の水分による劣化をより抑制することができる。
【００３７】
　乾燥剤は、金属酸化物系乾燥剤又は有機系乾燥剤のいずれでも良く、特に制限されるも
のではない。また、１種又は２種以上を配合して使用することができる。
【００３８】
（金属酸化物系乾燥剤）
　金属酸化物系乾燥剤は、無機酸化物乾燥剤の一種であり、通常、粉末として、樹脂組成
物中に含有される。その平均粒子径は通常２０μｍ未満の範囲とするのが好ましく、より
好ましくは１０μｍ以下、さらに好ましくは１μｍ以下である。例えば、酸化バリウム（
ＢａＯ）、酸化カルシウム（ＣａＯ）、酸化ストロンチウム（ＳｒＯ）、酸化マグネシウ
ム（ＭｇＯ）、ゼオライト（モレキュラーシーブを含む）等の粉末状金属酸化物が使用可
能である。後述するように、有機電子デバイス素子封止用樹脂組成物をフィルム化する場
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合には、金属酸化物系乾燥剤はそのフィルム厚よりも十分小さくするのが好ましい。この
ように粒子径を調整することで、有機ＥＬ素子にダメージを与える可能性が低くなり、ま
た、いわゆるトップエミッション構造のデバイスに供される場合でも乾燥剤粒子が画像認
識を妨げる事が無くなる。なお、平均粒子径が０．０１μｍ未満となると、乾燥剤粒子の
飛散を防止するための製造コストが高くなることがある。
【００３９】
（有機系乾燥剤）
　有機系乾燥剤としての有機化合物としては、化学反応により水を取り込み、その反応前
後で不透明化しない材料であれば良い。特に有機金属化合物はその乾燥能力から好適であ
る（本明細書において「有機金属系の乾燥剤」ともいう）。本発明における有機金属化合
物は、金属－炭素結合や金属－酸素結合、金属－窒素結合等を有する化合物であると定義
する。ここで、「金属」にはケイ素等の半金属も含むものとする。水と有機金属化合物と
が反応すると加水分解反応により、前述した結合が切れて金属水酸化物になる。
【００４０】
　本発明における好ましい有機金属化合物としては、金属アルコキシドや金属カルボキシ
レート、金属キレートが挙げられる。金属としては、有機金属化合物として水との反応性
が良いもの、すなわち、水により前述した金属との各種結合が切れやすい金属原子を用い
ればよい。具体的には、アルミニウム、ケイ素、チタン、ジルコニウム、ビスマス、スト
ロンチウム、カルシウム、銅、ナトリウム、リチウム、マグネシウム、バリウム、バナジ
ウム、ニオブ、クロム、タンタル、タングステン、クロム、インジウム、鉄が挙げられる
。特にアルミニウムを中心金属として持つ有機金属化合物が、樹脂組成物中への分散性や
水との反応性の点で、好適である。
【００４１】
　有機金属化合物を金属と共に形成する有機基は、その炭素原子、又は、酸素原子若しく
は窒素原子で金属と結合するものであれば、特に制限されない。このような有機基として
は、例えば、メチル基、エチル基、プロピル基、ブチル基、２－エチルヘキシル基、オク
チル基、デシル基、ヘキシル基、オクタデシル基、ステアリル基などの不飽和炭化水素、
飽和炭化水素、分岐不飽和炭化水素、分岐飽和炭化水素又は環状炭化水素、これらと酸素
原子とからなるアルコキシ基、これらと窒素原子とからなるアミノ基、又は、カルボキシ
基、若しくは、β－ジケトナト基（アセチルアセトナト基、ジピバロイルメタナト基など
）が挙げられる。有機金属化合物として、アルミニウムイソプロポキシドが好ましい。
【００４２】
　乾燥剤の添加量は、ポリイソブチレン樹脂（Ａ）、水素添加環状オレフィン樹脂（Ｂ）
及び重合体（Ｃ）の合計１００質量部に対して、１～５０質量部が好ましい。添加量が１
質量部未満では効果が現れにくく、５０質量部以上では有機電子デバイス素子封止用樹脂
組成物の流動性が低くなり封止が困難になることがある。
【００４３】
［可塑剤］
　本発明の有機電子デバイス素子封止用樹脂組成物は、可塑剤を含んでもよい。可塑剤を
導入することで流動性を変更することができる。可塑剤としてはワックス、パラフィン、
フタル酸エステル、アジピン酸エステル等のエステル類、低分子量のポリブテンやポリイ
ソブチレン等が挙げられる。
　可塑剤としての「ポリイソブチレン」は、ポリイソブチレン樹脂（Ａ）と次の点で異な
る。すなわち、樹脂（Ａ）、（Ｂ）及び重合体（Ｃ）の分子の間に入り込んで、それらの
分子運動を容易にすることで、樹脂組成物の可塑化を行うため、可塑剤としての「ポリイ
ソブチレン」は十分に低分子である必要性がある。具体的には、室温において液状である
ことが可塑剤として重要となり、この点においてポリイソブチレン樹脂（Ａ）と異なる。
可塑剤としての「ポリイソブチレン」の数平均分子量は好ましくは、３００～３，０００
である。
【００４４】
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［その他の添加剤］
　本発明の有機電子デバイス素子封止用樹脂組成物は、シランカップリング剤を含有して
もよい。シランカップリング剤を用いることで被着体への化学結合量が増加し、粘着特性
が向上する。
【００４５】
　シランカップリング剤としては、具体的には、３－グリシドキシプロピルトリメトキシ
シラン、３－グリシドキシプロピルメチルジメトキシシラン、２－（３，４－エポキシシ
クロヘキシル）エチルトリメトキシシラン、Ｎ－フェニル－γ－アミノプロピルトリメト
キシシラン、Ｎ－（２－アミノエチル）３－アミノプロピルメチルジメトキシシラン、Ｎ
－（２－アミノエチル）３－アミノプロピルメチルトリメトキシシラン、３－アミノプロ
ピルトリエトキシシラン、３－メルカプトプロピルトリメトキシシラン、ビニルトリメト
キシシラン、Ｎ－（２－（ビニルベンジルアミノ）エチル）３－アミノプロピルトリメト
キシシラン塩酸塩、３－メタクリロキシプロピルトリメトキシシラン等が挙げられる。こ
れらのシランカップリング剤は２種類以上を混合してもよい。シランカップリング剤の含
有量は、ポリイソブチレン樹脂（Ａ）、水素添加環状オレフィン樹脂（Ｂ）及び重合体（
Ｃ）の合計樹脂組成物１００質量部に対して、０．０５～１０質量部が好ましく、０．１
～１質量部がより好ましい。
【００４６】
　本発明では、本発明の目的を達成可能な限り、さらにその他の成分、例えば保存安定剤
、酸化防止剤、無機フィラー、タック調整剤や樹脂安定剤等を用いることも可能である。
他の成分を用いる場合、これら成分中の水分や不純物によって、画像表示装置の視認性が
悪化する可能性があるため、注意が必要である。
【００４７】
　（有機電子デバイス素子封止用樹脂組成物の特性）
　本発明の有機電子デバイス素子封止用樹脂組成物の特性について以下に述べる。
【００４８】
　　（水蒸気透過率）
　本発明の有機電子デバイス素子封止用樹脂組成物は、後述の試験法による、１００μｍ
厚のフィルムを形成した場合の２５℃／５０％ＲＨの透湿度が２ｇ／ｍ２・ｄａｙ以下で
あることが好ましく、より好ましくは１ｇ／ｍ２・ｄａｙ以下である。また、４０℃／９
０％ＲＨの透湿度が１０ｇ／ｍ２・ｄａｙ以下であることが好ましく、より好ましくは８
ｇ／ｍ２・ｄａｙ以下、より好ましくは４ｇ／ｍ２・２４ｈ以下である。
　水蒸気透過率が上記範囲内にあると、封止材内部を通ってくることにより起こる、有機
電子デバイス素子への水分浸入を十分に抑えることが可能であり、有機電子デバイス素子
封止に好適に用いられる。
　水蒸気透過率は、ポリイソブチレン樹脂（Ａ）の重量平均分子量や添加量を調整するこ
と、さらには無機フィラーを添加することにより、調整できる。
【００４９】
　　（貼合追従性）
　本発明の有機電子デバイス素子封止用樹脂組成物は、後述の試験法による貼合試験にお
いて、最大幅０．１ｍｍ以上の気泡を含まないことが好ましい。
　貼合試験において上記気泡を含まないと、外観的に良好なだけでなく、均一に封止され
た有機電子デバイス素子が提供されることになり、さらに透湿によるデバイス劣化も均一
にゆっくり進むので、有機電子デバイス素子封止に好適に用いられる。
【００５０】
　　（せん断接着力）
　本発明の有機電子デバイス素子封止用樹脂組成物は、後述の試験法による、せん断接着
力試験において、２５℃におけるせん断接着力が１０ｋｇｆ（９８Ｎ）以上であることが
好ましく、より好ましくは１５ｋｇｆ（１４７Ｎ）以上である。
　また、８５℃におけるせん断接着力が０．１ｋｇｆ（０．９８Ｎ）以上であることが好
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ましく、０．２ｋｇｆ（１．９６Ｎ）以上であることがより好ましく、さらに好ましくは
０．５ｋｇｆ（４．９Ｎ）以上である。
　両せん断接着力が、それぞれ、上記範囲内にあると、製品の通常使用時において封止機
構を破壊することが容易ではなく、高温加速試験時にも封止が破壊されることがないため
、有機電子デバイス素子封止に好適に用いられる。
　また、せん断接着力は、極性基を多く持つ樹脂の添加やシランカップリング剤の添加に
より、調整できる。しかし、極性基自身の効果やシランカップリング剤より放出されるア
ルコール成分により、封止材の水蒸気バリア性が悪化することがあるため、注意の必要が
ある。
【００５１】
　　(デバイス封止性)
　本発明の有機電子デバイス素子封止用樹脂組成物は、後述の試験法（カルシウム試験残
存率の測定）によるデバイス封止性試験において、カルシウム層の残存率(面積)が６０％
以上であることが好ましく、より好ましくは８０％以上である。
　デバイス封止性が上記範囲内にあると、実際にこの樹脂を用いてデバイスを封止した場
合の水分のデバイス内部への浸入が十分に少ないということであり、有機電子デバイス素
子封止に好適に用いられる。
　デバイス封止性は、ポリイソブチレン樹脂（Ａ）の重量平均分子量や添加量を調整する
こと、さらには無機フィラーを添加することにより、調整できる。
【００５２】
　　（有機ＥＬの耐久性）
　本発明の有機電子デバイス素子封止用樹脂組成物は、有機ＥＬ素子に用いられた場合、
有機ＥＬ素子の耐久性を向上させることができる。例えば、後述する試験法によって確認
すると、２００時間以上であることが好ましく、より好ましくは４００時間以上である。
【００５３】
　　（含水量）
　本発明の有機電子デバイス素子封止用樹脂組成物は、ＪＩＳ　Ｋ　００６８に規定され
る水分気化－電量滴定法によるカールフィッシャー法による含水量が５００ｐｐｍ以下で
あることが好ましい。カールフィッシャー法による含水量が５００ｐｐｍ以下であると、
封止された有機電子デバイス用素子の劣化をより遅らせることが可能となる。
【００５４】
　含水量を５００ｐｐｍ以下とするためには、コニカルドライヤーやエバポレーター等の
乾燥機、フィルム状に加工した場合は乾燥炉で、樹脂組成物中の水分を除去するとよい。
　なお、保管中に、有機電子デバイス素子封止用樹脂組成物が空気中の水分を吸水して含
水量が多くなってしまわないように、ＪＩＳ　Ｚ　０２２２による水蒸気透過度が０．１
ｇ／（ｍ２・ｄ）以下のアルミラミネート袋に充填し、これを更なる袋にシリカゲルや酸
化カルシウムや塩化カルシウムなどの乾燥剤と共に密閉し、保管するとよい。また、水分
等除去後の有機電子デバイス素子封止用樹脂組成物を、ガラス瓶やポリ瓶、金属缶等に充
填、密閉し、これをＪＩＳ　Ｚ　０２２２による水蒸気透過度が０．１ｇ／（ｍ２・ｄ）
以下のアルミラミネート袋に、シリカゲル、酸化カルシウムや塩化カルシウム等の乾燥剤
と共に密閉し、保管するとよい。
【００５５】
　　（アウトガス量）
　本発明の有機電子デバイス素子封止用樹脂組成物は、構成部材から発生する有機ガス（
以後「アウトガス」ともいう。水分を除く。）の発生量を少なくできる。具体的には、Ｊ
ＩＳ　Ｋ　０１１４　で規定されるガスクロマトグラフ分析法により測定される、８５℃
で１時間加熱した際のアウトガス発生量が５００ｐｐｍ以下であることが好ましい。アウ
トガス発生量を５００ｐｐｍ以下とすると、封止された有機電子デバイス用素子の劣化を
より抑制することができる。
　アウトガス発生量を５００ｐｐｍ以下とするためには、コニカルドライヤーやエバポレ
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ーター等の乾燥機、フィルム状に加工した場合は乾燥炉で、樹脂組成物中の溶媒、揮発性
有機分子を除去するとよい。
【００５６】
　　（光透過率）
　有機電子デバイス素子封止用樹脂組成物は、４００～８００ｎｍの可視領域で透明であ
るのが好ましく、０．１ｍｍ厚みにおける５５０ｎｍの波長を持つ光に対する光透過率が
８５％以上であることが好ましい。５５０ｎｍの光透過率が８５％を下回ると視認性が低
下するためである。透明には、無色透明に加えて、上記光透過率に影響しない範囲で有色
透明も含むものとする。
　光透過率は、樹脂（Ａ）、樹脂（Ｂ）又は重合体（Ｃ）を適宜に選定することで、調整
できる。
【００５７】
　（有機電子デバイス素子封止用樹脂組成物の調製）
　本発明の有機電子デバイス素子封止用樹脂組成物は、樹脂（Ａ）、樹脂（Ｂ）及び重合
体（Ｃ）、所望により添加剤を混合することにより、調製できる。
　好ましい調製方法としては、樹脂（Ａ）、（Ｂ）および重合体（Ｃ）をトルエン等の有
機溶媒に溶解して混合することにより、封止用樹脂溶液を作成し、その後、不要の有機溶
媒をコニカルドライヤーやエバポレーター等の乾燥機で溜去する事で封止用樹脂組成物を
得ることができる。また、封止用樹脂組成物をフィルム状に加工する場合は、封止用樹脂
溶液を剥離処理したＰＥＴフィルムにコーティングし、例えば１００℃のオーブンで乾燥
することでフィルム状の封止用樹脂組成物を得ることができる。
【００５８】
＜有機電子デバイス素子封止用樹脂シート＞
　上記の有機電子デバイス素子封止用樹脂組成物はフィルム又はシートに成形でき、これ
を用い有機電子デバイス素子を組み立てることができる。また、シート状に成形せず、有
機電子デバイス素子に直接塗布して使用することもできる。
【００５９】
　以下、本発明の有機電子デバイス素子封止用樹脂シートについて、詳細に説明する。
【００６０】
　本発明の有機電子デバイス素子封止用樹脂シートは、上記に記載の有機電子デバイス素
子封止用樹脂組成物で形成された封止層を少なくとも１層有することを特徴とする。より
好ましくは、基材シートを有し、基材シートの少なくとも片側に、少なくとも１層の上記
の封止層が形成されている。
　図１は、本発明の有機電子デバイス素子封止用樹脂シートの好ましい実施態様を示す概
略断面図である。図１に示すように、有機電子デバイス素子封止用樹脂シート１は、基材
シート２を有しており、基材シート２上には封止層３が形成されている。また、有機電子
デバイス素子封止用樹脂シート１は、封止層３上に、封止層３を保護するための離型フィ
ルム４をさらに備えている。
【００６１】
　以下、本実施形態の樹脂シート１の各構成要素について詳細に説明する。
【００６２】
　（基材シート２、離型フィルム４）
　基材シート２は、封止層３を構成する樹脂組成物をフィルム状にする際、取り扱い性を
良くする目的で樹脂組成物を仮着させるものである。また、離型フィルム４は、封止層３
を保護する目的で用いられる。
【００６３】
　基材シート２及び離型フィルム４は、特に制限されず、例えば、ポリエチレンフィルム
、ポリプロピレンフィルム、ポリブテンフィルム、ポリブタジエンフィルム、ポリメチル
ペンテンフィルム、ポリ塩化ビニルフィルム、塩化ビニル共重合体フィルム、ポリエチレ
ンテレフタレートフィルム、ポリエチレンナフタレートフィルム、ポリブチレンテレフタ
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レートフィルム、ポリウレタンフィルム、エチレン・酢酸ビニル共重合体フィルム、アイ
オノマー樹脂フィルム、エチレン・（メタ）アクリル酸共重合体フィルム、エチレン・（
メタ）アクリル酸エステル共重合体フィルム、ポリスチレンフィルム、ポリカーボネート
フィルム、ポリイミドフィルム、フッ素樹脂フィルム等が挙げられる。またこれらの架橋
フィルムも用いられる。さらにこれらの積層フィルムであってもよい。そして、これらの
フィルムにシリコーンやフッ素化合物からなる剥離剤を塗布し、離型層を付与したフィル
ムであっても良い。特にコスト、取り扱い性等の面からポリエチレンテレフタレートフィ
ルム、およびその離型層付与フィルムを使用することが好ましい。
【００６４】
　紙に剥離剤をコートした剥離紙は、基材シート２及び離型フィルム４として好ましくな
い。その理由は、紙中を水蒸気が通過して封止層３に到達するので、封止層３が吸湿して
しまうからである。その結果、封止時等に封止層３から有機電子デバイスに水分が移行し
やすく、有機電子デバイスの劣化を早めることになる。また、剥離紙は、アウトガス発生
量が多くなる点でも、好ましくない。
【００６５】
　基材シート２及び離型フィルム４から封止層３を剥離する際の剥離力の例としては、０
．３Ｎ／２０ｍｍ以下であることが好ましく、より好ましくは０．２Ｎ／２０ｍｍ以下で
ある。剥離力の下限に特に制限はないが、０．００５Ｎ／２０ｍｍ以上が実際的である。
また、両面に剥離フィルムを仮着させる場合には、取り扱い性を良くするために、剥離力
の異なるものを使用することが好ましい。
【００６６】
　基材シート２及び離型フィルム４の膜厚は、通常は５～３００μｍ、好ましくは１０～
２００μｍ、特に好ましくは２０～１００μｍ程度である。
【００６７】
　（封止層３）
　封止層３は、本発明の有機電子デバイス素子封止用樹脂組成物を使用して形成する。
【００６８】
　有機電子デバイス素子封止用樹脂組成物を塗工する際に、樹脂組成物を溶剤で希釈して
もよい。このような溶剤としては、特に制限されず、例えば、トルエン、メチルエチルケ
トン（ＭＥＫ）、酢酸エチル、ジメチルアセトアミド、Ｎ－メチル－２－ピロリドン、こ
れらの混合溶液等の有機溶剤が挙げられ、メチルエチルケトン、トルエンが特に好ましい
。このような溶剤に樹脂組成物に用いる各成分を加え、混合分散し、得られた樹脂溶液を
、基材シート２の剥離面上にロールコート法、グラビアコート法、リバースコート法、ス
プレーコート法、エアーナイフコート法、カーテンコート法、ダイコート法、コンマコー
ト法など一般に公知の方法にしたがって直接又は転写によって塗工し、乾燥させて封止層
３を得ることができる。
【００６９】
　また、溶剤を使用せずにフィルム状の封止層３を得ることもできる。例えば、有機電子
デバイス素子封止用樹脂組成物を高温にて溶融させ、ホットメルトコーターなどの一般に
公知の手法で押し出し、その後冷却する方法により、封止層３を形成できる。
【００７０】
　封止層３は、上記のように所望により溶剤を用いて形成された場合であっても、溶剤を
除去した後は、本発明の有機電子デバイス素子封止用樹脂組成物と同様の特性を有するの
が好ましい。特に、含水量及びアウトガス発生量が上記範囲内となるように、塗布した樹
脂溶液の乾燥等を十分に行う。乾燥条件としては、特に制限されないが、例えば、乾燥炉
で行う場合は１００～１３０℃の温度で５～３０分（１００℃/３０分、１２０℃/１０分
、１３０℃/５分など）で行うことができる。
【００７１】
　封止層３の厚さは、特に制限されるものではなく、用途に応じて、適宜選択することが
できる。通常、１０～３０μｍであり、好ましくは１５～２５μｍである。厚みが１０μ
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ｍ未満であると、十分な接着強度が得られない場合がある。また、厚みが３０μｍを超え
ると、封止後に空気に暴露される封止材の側面の面積が広くなるので側面からの吸水量が
増えてしまい、性能に比較してコスト高となる。
【００７２】
　また、封止層３と当該封止層３が接触する貼合対象の表面粗さＲａが共に２μｍ以下で
あることがさらに好ましい。この表面粗さが２μｍを超えた場合、有機電子デバイス素子
封止用樹脂組成物自体の追従性が高かったとしても、封止層３が貼合対象の表面に追従し
きれない可能性が上がってしまう。これに対し、表面粗さが適切な範囲であれば、封止層
３と貼合対象とが密着するため、視認性が向上する。貼合対象の表面粗さは研磨や、表面
処理によって変えることができる。また、封止層３の表面粗さはフィルム状に形成する際
に冷却ロールの表面粗さを変えることや離型フィルム４の表面粗さを変えることで変更す
ることが出来る。表面粗さＲａは、ＪＩＳ Ｂ ０６０１：２００１に規定の方法及び条件
により測定する。
【００７３】
　有機電子デバイス素子封止用樹脂シート１は、２層以上の封止層３を有してもよく、封
止層３以外の層を有してもよい。封止層３以外の層として、例えば、封止層３の基材シー
ト２とは反対側の面に設けられる、ガスバリアフィルム、ガラス板、金属板又は金属箔等
が挙げられる。これらを設ける場合、離型フィルム４は設けなくてよい。
【００７４】
　（封止方法）
　次に、有機電子デバイス素子封止用樹脂シート１を用いた封止方法について説明する。
【００７５】
　本発明の有機電子デバイス素子封止用樹脂シート１は、有機ＥＬ素子６等の有機電子デ
バイス用素子を封止するために用いられる。より詳細には、素子基板５上（図２、３参照
）に設けられた有機ＥＬ素子６等の有機電子デバイス用素子と封止基板８（図２、３参照
）との間に配設し、有機電子デバイス用素子６を素子基板５と封止基板８とで気密封止し
て、固体密着封止構造の各種有機電子デバイス６を得るために好ましく用いられる。有機
電子デバイスとしては、有機ＥＬディスプレイ、有機ＥＬ照明、有機半導体、有機太陽電
池等が挙げられる。
【００７６】
　有機電子デバイス素子封止用樹脂シート１を使用して封止する際に、貼合時のガラス基
板や封止樹脂の温度を上下させて樹脂の柔軟性を調整することにより、基板表面の粗さや
電極配線等で形成される凹凸の状態に合わせることができる。
【００７７】
　本発明の有機電子デバイス素子封止用樹脂シート１が、有機電子デバイス素子を封止し
て、耐久性が高く、好ましくは外観にも優れる有機電子デバイスとすることができる理由
は明らかではないが、次のように考えられる。すなわち、本発明の有機電子デバイス素子
封止用樹脂シート１は、樹脂（Ａ）、樹脂（Ｂ）及び重合体（Ｃ）を含有する本発明の有
機電子デバイス素子用樹脂組成物で形成されている。この樹脂シート１は強い接着力で、
好ましくは高い追従性で有機電子デバイス素子に貼合可能となり、加えて樹脂シート１自
体の水蒸気バリア性も高い。
【００７８】
　なお、有機電子デバイス素子封止用樹脂シート１を用いた封止方法を説明したが、本発
明では、有機電子デバイス素子封止用樹脂組成物をシート状に成形することなく、そのま
ま用いて有機ＥＬ素子６と封止基板８とを封止することもできる。有機電子デバイス素子
封止用樹脂組成物をそのまま用いても、有機電子デバイス素子封止用樹脂シート１と同様
の効果を奏する。
【００７９】
＜有機エレクトロルミネッセンス素子及び画像表示装置＞
　本発明の有機エレクトロルミネッセンス素子は、本発明の樹脂組成物で封止されている
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ことを特徴とする。
【００８０】
　本発明の画像表示装置は、上記有機エレクトロルミネッセンス素子を有することを特徴
とする。
　本発明の画像表示装置は、有機エレクトロルミネッセンス素子を本発明の樹脂組成物に
より封止した構造を有しており、それ以外は公知の構造を適宜に採用できる。
【００８１】
　以下に、有機電子デバイスの例として、本発明の好ましい画像表示装置としての有機Ｅ
Ｌディスプレイについて説明するが、本発明はこれに制限されない。
　有機ＥＬディスプレイ１０は、図２に示すように、素子基板５上に設けられた有機ＥＬ
素子６が、有機電子デバイス素子封止用樹脂層（以下、封止樹脂層ともいう）７と封止基
板８により封止されている。
【００８２】
　有機ＥＬ素子６は、例えば、図２に示すように、ガラス基板等からなる素子基板５上に
、導電材料をパターニングして形成された陽極６１と、陽極６１の上面に積層された有機
化合物材料の薄膜による有機層６２と、有機層６２の上面に積層され透明性を有する導電
材料をパターニングして形成された陰極６３とを有する。なお、陽極６１及び陰極６３の
一部は、素子基板５の端部まで引き出されて図示しない駆動回路に接続されている。有機
層６２は、陽極６１側から順に、ホール注入層、ホール輸送層、発光層、電子輸送層を積
層してなり、発光層は、青色発光層、緑色発光層、赤色発光層を積層してなる。なお、発
光層は、青色、緑色、赤色の各発光層間に非発光性の中間層を有していてもよい。
【００８３】
　この有機ＥＬディスプレイ１０は、封止樹脂層７の封止側面が露出しているが、ガラス
フリット等による密閉処理が行なわれていなくともよい。本発明による有機電子デバイス
素子封止用樹脂組成物は、ガラスフリット等による密閉処理を行わなくても、高い水蒸気
バリア性と接着性を兼ね備えるからである。したがって、構造を簡略化し、低コスト化す
ることができる。
【００８４】
　封止基板８は、有機ＥＬディスプレイ１０の表示内容の視認性を大きく阻害することが
ない性質を有する材料であればよく、例えば、ガラス、樹脂等を用いることができる。本
発明の樹脂組成物は接着力が高く、また必要により優れた追従性を有し、有機エレクトロ
ルミネッセンス素子の基板や封止基板が柔軟性を有する場合にも好適に使用することがで
きる。
【００８５】
　封止樹脂層７は封止基板８上に対し、スクリーン印刷やスリットダイ、ディスペンサー
などを用いて形成することができる。
　封止樹脂層７は、上述の有機電子デバイス素子封止用樹脂シート１を用いて形成された
ものであることが好ましい。この場合は、封止樹脂層７は、以下の工程により形成するこ
とができる。まず、図３（Ａ）に示すように、あらかじめ所望のサイズに裁断された有機
電子デバイス素子封止用樹脂シート１の離型フィルム４を剥離し、図３（Ｂ）に示すよう
に、封止層３を封止基板８にロール貼合する。次に、図３（Ｃ）に示すように、封止基板
８に貼合された有機電子デバイス素子封止用樹脂シート１の基材シート２を剥離する。そ
の後、図３（Ｄ）に示すように、封止基板８に貼合された有機電子デバイス素子封止用樹
脂シート１の封止層３を有機ＥＬ素子６の陰極６３側にラミネートする。有機電子デバイ
ス素子封止用樹脂シート１の封止層３が、有機ＥＬディスプレイ１０における封止樹脂層
７となる。
【００８６】
　上記貼合及びラミネートは１００℃以下の温度で行われることが好ましい。１００℃を
超えると有機ＥＬ素子６の構成材料が劣化し、発光特性が低下するおそれがある。
【００８７】
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　なお、封止樹脂層７の形成工程では、最初に有機電子デバイス素子封止用樹脂シート１
を封止基板８にロール貼合するようにしたが、有機ＥＬ素子６に貼合するようにして、封
止層３付きの有機ＥＬ素子を作製してもよい。この場合、有機電子デバイス素子封止用樹
脂シート１の基材シート２を剥離した後、封止層３を封止基板８にラミネートすることに
なる。
【００８８】
　また、封止層３と封止基板８の間にガスバリアフィルムを介在させてもよいし、予め封
止層３の基材シート２とは反対側の面にガスバリアフィルムが貼り合わされている有機電
子デバイス素子封止用樹脂シート１を用いてもよい。予め封止層３の基材シート２とは反
対側の面にガスバリアフィルムが貼り合わされている有機電子デバイス素子封止用樹脂シ
ート１を用いる場合、基材シート２を剥離した後、封止層３を有機ＥＬ素子６に貼合する
ようにして、ガスバリアフィルム及び封止層３付きの有機ＥＬ素子を作製する。
【００８９】
　封止層３で封止された有機ＥＬ素子６を有する有機ＥＬディスプレイ１０は、外観が優
れ、劣化しにくく優れた耐久性を発揮する。
【実施例】
【００９０】
　以下、実施例に基づき、本発明をさらに詳細に説明するが、本発明はこれらに限定され
るものではない。
【００９１】
＜ポリイソブチレン樹脂（ＰＩＢ）（Ａ）等＞
Ａ１：重量平均分子量７５，０００（ＢＡＳＦ社、Ｏｐｐａｎｏｌ　Ｂ１５ＳＦＮ（登録
商標））
Ａ２：重量平均分子量２００，０００（ＢＡＳＦ社、Ｏｐｐａｎｏｌ　Ｂ３０ＳＦＮ（登
録商標））
Ａ３：重量平均分子量７５０，０００（ＢＡＳＦ社製、Ｏｐｐａｎｏｌ　Ｂ８０（登録商
標））
Ａ４：重量平均分子量１，１００，０００（ＢＡＳＦ社、Ｏｐｐａｎｏｌ　Ｂ１００（登
録商標））
【００９２】
＜水素添加環状オレフィン樹脂（Ｂ）等＞
Ｂ１：水素化石油樹脂、軟化点１００℃（出光興産社製、アイマーブ（登録商標）Ｐ－１
００）
【００９３】
＜重合体（Ｃ）等＞
Ｃ１：ＮＢＲ樹脂、スチレン量０％（日本ゼオン社製、Ｎｉｐｏｌ（登録商標）１０７２
Ｊ）
Ｃ２：ＳＥＢＳ樹脂、スチレン量４３％（旭化成ケミカルズ社製、タフテック（登録商標
）Ｈ１５１７）
Ｃ３：ＳＥＢＳ樹脂、スチレン量６７％（旭化成ケミカルズ社製、タフテック（登録商標
）Ｈ１０４３）
Ｃ４：ＳＢＳ樹脂、スチレン量５２％（ＪＳＲ社製、ＴＲ（商品名）２２５０）
Ｃ５：ＳＩＳ樹脂、スチレン量１６％（日本ゼオン社製、クインタック（登録商標）３４
３３Ｎ）
Ｃ６：ＳＥＰＳ樹脂、スチレン量３０％（クラレ社製、セプトン（登録商標）２００４）
Ｃ７：ＳＩＢＳ樹脂、スチレン量３０％（株式会社カネカ製、ＳＩＢＳＴＡＲ（登録商標
）１０３Ｔ）
＜樹脂＞
Ｃ８：フェノキシ樹脂、スチレン量４５％（新日鉄住金化学社製、ＹＰ－５０）
【００９４】
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（実施例１）
　下記成分を混合してなる有機電子デバイス素子封止用樹脂組成物を溶剤に溶解して塗工
液を調製し、この塗工液を用いて図１に示される有機電子デバイス素子封止用樹脂シート
１を作製した。
　ポリイソブチレン樹脂（Ａ）として重量平均分子量２００，０００のポリイソブチレン
樹脂（ＢＡＳＦ社製、Ｏｐｐａｎｏｌ　Ｂ３０ＳＦＮ）５４質量部、水素添加環状オレフ
ィン樹脂（Ｂ）としての水素化石油樹脂（出光興産社製、アイマーブ（登録商標）Ｐ－１
００、軟化点１００℃）３６質量部、及び、重合体（Ｃ）としてのＮＢＲ（日本ゼオン社
製、Ｎｉｐｏｌ（登録商標）１０７２Ｊ）１０質量部を、トルエン２００質量部に溶解さ
せ、透明な塗工液を得た。
　次に、基材シート２としての厚み３８μｍの、シリコーン系剥離剤塗布ポリエステルフ
ィルム（三井化学東セロ社製、ＳＰ－ＰＥＴ－０３）の剥離処理面上に、乾燥後の膜厚が
３０μｍとなるように上記塗工液をアプリケータにより全面塗工した後、乾燥オーブンに
より１２０℃で２分間乾燥させ、封止層３を形成した。こうして得られた封止層３に更に
離型フィルム４としての厚み３８μｍのシリコーン系剥離剤塗布ポリエステルフィルム（
三井化学東セロ社製、ＳＰ－ＰＥＴ－０１）を剥離処理面でラミネートし、実施例１に係
る有機電子デバイス素子封止用樹脂シート１を作製した。
 
【００９５】
（実施例２、実施例２０～２９）
　表１又は表３に示す配合組成（質量部）で塗工液を調製した以外は実施例１と同様にし
て、実施例２、実施例２０～２９に係る有機電子デバイス素子封止用樹脂シートを作製し
た。
 
【００９６】
（比較例１～６、参考例１及び２、比較例１１～１６）
　表１又は表２に示す配合組成（質量部）で塗工液を調製した以外は実施例１と同様にし
て、比較例１～６、参考例１及び２、比較例１１～１６に係る有機電子デバイス素子封止
用樹脂シートを作製した。
　比較例４は上記特許文献２（特開２０１２－１９３３３５号）の実施例２４に相当する
。
 
【００９７】
（評価方法）
　以下の評価方法に従い評価を行った。その結果を表１～３に示す。
【００９８】
　〔水蒸気透過率（ＷＶＴＲ）の測定〕
　各実施例、比較例に係る有機電子デバイス素子封止用樹脂シートの水蒸気バリア性を水
蒸気透過率により評価した。
　具体的には、実施例１と同様の手順で２０μｍ厚に作成した有機電子デバイス素子封止
用樹脂シートの封止層部分を重ね合わせて貼り合わせ、１００μｍ厚の測定用サンプルを
作成した。このフィルムを用いてＪＩＳ　Ｚ　０２０８の塩化カルシウムカップ法に準じ
、２５℃／５０％ＲＨ又は４０℃／９０％ＲＨで２４時間放置した後に、フィルムを透過
した水蒸気の質量を測定した。なお、４０℃／９０％ＲＨの恒温槽に投入した際には、カ
ップ内空気の体積変化によりフィルムが膨張して、表面積やサンプルフィルムの厚み変化
し、測定値が不正確になる恐れがあるので、サンプルには３０μｍ厚のセロハンで補強を
行った。（このセロハンの２０μｍ厚の透湿度（文献値）は、４０℃／９０％ＲＨの条件
で７００ｇ／ｍ２・２４ｈ（色材協会誌、Ｖｏｌ．５８（１９８５）、Ｎｏ．１２、ｐ．
７１８－７２４）と、各実施例、比較例のサンプルに比べ十分に大きく、測定の妨げには
ならなかった。）
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　水蒸気透過率は、その値が小さいほど水蒸気バリア性が優れ、本発明においては、２５
℃／５０％ＲＨでの水蒸気透過率が１ｇ／ｍ２・２４ｈ以下であるものを合格とした。ま
た、４０℃／９０％ＲＨでの水蒸気透過率が４ｇ／ｍ２・２４ｈ以下であれば、高温多湿
環境下の場合にも好ましく使用することができる。
【００９９】
＜貼合追従性の測定＞
　有機電子デバイス素子封止用樹脂シートの追従性は、ガラス基板と貼り合わせたときに
貼り合わせ面に気泡が混入するか否か（貼合追従性）で、評価した。
　具体的には、各実施例、比較例に係る有機電子デバイス素子封止用樹脂シートの離型フ
ィルムを剥離し、封止層側を厚み０．５ｍｍのＬＣＤ用無アルカリガラス（日本電気硝子
社製　ＯＡ－１０Ｇ）に６０℃、０．１ＭＰａの条件でロール貼合した。その後、基材シ
ートを剥離してその剥離面をＡ４サイズのガラス基板（日本電気硝子社製　ＯＡ－１０Ｇ
）に対して６０℃、０．２ＭＰａ、２秒の条件で真空貼合して、ガラス貼合試料を作製し
た。得られたガラス貼合試料について、目視にて外観の評価を行った。
　貼合追従性の評価は、最大幅０．１ｍｍ以上の気泡が含まれていないものを良品として
「○」、最大幅０．１ｍｍ以上の気泡が含まれているものを不良品として「×」で示した
。真空貼合直後は最大幅０．１ｍｍ以上の気泡が含まれていたが、２４時間後の観察で気
泡が消滅していたものを「△」で示した。真空貼合で発生する「気泡」の内部は真空なの
で、封止樹脂の柔軟性によっては時間経過と共に「気泡」のサイズが小さくなり消滅した
ものと考えられる。
【０１００】
＜せん断接着力の測定＞
　各実施例、比較例に係る有機電子デバイス素子封止用樹脂シートの離型フィルムを剥離
し、封止層側を厚み０．５ｍｍのＬＣＤ用無アルカリガラス（日本電気硝子社製　ＯＡ－
１０Ｇ）に８０℃、０．１ＭＰａの条件でロール貼合した。その後、基材シートを剥離し
、厚さ０．５ｍｍ、５ｍｍ角のガラスチップを乗せて１００℃に加熱しながら０．１Ｎ／
ｍ２の圧力で１０秒加圧し接着力測定試料を得た。この測定試料をボンドテスター（デイ
ジジャパン製、万能型ボンドテスター４０００Ｐｌｕｓ）を用い、測定温度２５℃又は８
５℃、せん断速度５０μｍ／ｓ、せん断高さ７５μｍの条件でせん断接着力について評価
した。
　本発明において、２５℃でのせん断接着力が１０ｋｇｆ（９８Ｎ）以上であるものを、
「通常使用時の封止安定性」の点で、合格とした。
　また、８５℃でのせん断接着力が０．１ｋｇｆ（０．９８Ｎ）以上であるものを、「高
温恒湿試験時の封止安定性」の点で、合格とした。
【０１０１】
＜カルシウム試験残存率の測定＞
　市販のガラス基板を４５℃１０分間超音波洗浄とＵＶオゾン洗浄を行った。引き続きこ
のガラス基板上に真空蒸着機により金属カルシウム層を１０ｍｍ×１１ｍｍ角で形成し、
カルシウム試験片を作製した。次いで、実施例及び比較例で製造した有機電子デバイス素
子封止用樹脂シートの離型フィルムを剥離し、封止層面に厚さ１７μｍのアルミ箔（三菱
アルミニウム社製、三菱ホイルタフ）と８０℃、０．１ＭＰａの条件でロール貼合した。
その後、基材シートを剥離して、封止層面を金属カルシウム層の上面を覆うように配置し
、８０℃、０．１ＭＰａの条件でロール貼合した。このとき、封止用樹脂シートの大きさ
は２０ｍｍ×２１ｍｍ角であり、封止端面の一辺から金属カルシウム層の一辺までの距離
は、四方とも均等に５ｍｍとした。得られた試験片を６０℃、９０％ＲＨの高温高湿下保
存を行い、１００時間経過後の金属カルシウム部分の面積を測定し、残存率を得た。
　残存率が６０％以上であるものを合格とした。
【０１０２】
＜有機ＥＬ素子の耐久性評価＞
　各実施例及び比較例で作製した有機電子デバイス素子封止用樹脂シートを用いて、図２
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に示す有機ＥＬディスプレイ１０を製造し、その耐久性を評価した。
　市販のＩＴＯ付きガラス基板５を用い、電極６１部分を残してエッチングを行い、その
後４５℃１０分間超音波洗浄とＵＶオゾン洗浄を行った。引き続き真空蒸着機で、有機層
６２及び陰極６３を形成し、１９ｍｍ角の有機ＥＬ素子６を作製した。有機ＥＬ素子構成
は、ガラス基板／ＩＴＯ（３００ｎｍ）／ＮＰＢ（３０ｎｍ）／Ａｌｑ３（４０ｎｍ）／
Ａｌ－Ｌｉ（４０ｎｍ）／Ａｌ（１００ｎｍ）とした。
　次いで、実施例・比較例で製造した有機電子デバイス素子封止用樹脂シート１の離型フ
ィルム４を剥離し、封止層３面に厚さ１７μｍのアルミ箔（三菱アルミニウム社製、三菱
ホイルタフ）と貼り合わせた。その後、基材シート２を剥離して、封止層３面を有機ＥＬ
素子６の陰極６３の上面に配置し、８０℃において０．１ＭＰａの圧力で１分間加圧し、
有機ＥＬディスプレイ１０のモデルを作製した。作製したモデルについて、６０℃／９０
％ＲＨの恒温恒湿槽に投入し、有機ＥＬ発光効率測定装置（ＥＬ１００３、プレサイスゲ
ージ社製）を使用して、電流量２ｍＡにおける初期輝度が半分になる半減期（単位：時間
（ｈ））を５００時間まで求めた。
　半減期が２００時間以上であるものを合格とした。
【０１０３】
＜外観評価＞
　上記＜有機ＥＬ素子の耐久性評価＞と同様にして製造した有機ＥＬディスプレイ１０の
モデルにつき、外観を評価した。具体的には、貼合追従性の評価と同様に、最大幅０．１
ｍｍ以上の気泡が含まれていないものを良品として「○」、最大幅０．１ｍｍ以上の気泡
が含まれているものを不良品として「×」で示した。真空貼合直後は０．１ｍｍ以上の気
泡が含まれていたが、２４時間後の観察で気泡が消滅していたものを「△」で示した。
【０１０４】
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【表１】

 
【０１０５】
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【表２】

【０１０６】
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【表３】

【０１０７】
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　表１～３から明らかなように、実施例は、いずれも、有機ＥＬ素子の外観及び耐久性が
優れていた。このように、有機電子デバイス素子封止用樹脂シートは、樹脂（Ａ）、樹脂
（Ｂ）及び重合体（Ｃ）を含有し、水蒸気透過率（水蒸気バリア性）及び接着力が優れて
いた。さらに追従性にも優れていた。
　実施例の有機電子デバイス素子封止用樹脂シートを用いて製造した画像形成装置は、い
ずれも、耐久性が高く、外観にも優れることが分かった。
【０１０８】
　これに対して、樹脂（Ａ）、樹脂（Ｂ）及び重合体（Ｃ）のいずれかを含有しない比較
例１～４は、いずれも、画像形成装置の耐久性が劣った。特に、比較例１、２および４は
貼り合わせの際に気泡を生じてしまい外観不良も生じた。
【符号の説明】
【０１０９】
１　有機電子デバイス素子封止用樹脂シート
２　基材シート
３　封止層
４　離型フィルム
５　素子基板
６　有機ＥＬ素子
１０　有機ＥＬディスプレイ
６１　陽極
６２　有機層
６３　陰極
７　有機電子デバイス素子封止用樹脂層
８　封止基板
【要約】
【課題】水蒸気バリア性及び接着力が優れた有機電子デバイス素子封止用樹脂組成物、こ
の樹脂組成物を利用した、有機電子デバイス素子封止用樹脂シート、有機エレクトロルミ
ネッセンス素子及び画像表示装置を提供する。
【解決手段】ポリイソブチレン樹脂（Ａ）と、水素添加環状オレフィン樹脂（Ｂ）と、ラ
ジカル重合、アニオン重合、もしくは配位重合のいずれかより得られる、ゴム弾性を示す
重合体（Ｃ）とを含有することを特徴とする有機電子デバイス素子封止用樹脂組成物、こ
れを用いた樹脂シート、有機エレクトロルミネッセンス素子、及び画像表示装置。
【選択図】図１
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